
改正臓器移植法施行・・・　あなたならどうしますか？（弁護士
牧野　丘）
弁護士　牧野　丘

　７月１７日に改正臓器移植法が施行されました。丁度１年前、「脳死も人の死」などと大きく報道されました。それまでは、脳死状態の
人から心臓など臓器を取り出せるのは、死後の移植を承知する意思を生前に書面で表明している人からだけとされていました。これが改正
され、移植の意思を生前に表明していない人の臓器も、家族の承諾があれば、脳死段階で取り出せるようになりました。

　これまで人の「死」は心臓停止などで判断されてきました。脳死はまだ心臓が止まる前に脳全体の機能が失われた状態のことで、心臓な
どの臓器は、この時点でしか移植することができません。

　今回の改正は、１５歳未満の子の移植も可能にするなど、臓器移植の範囲を拡大することに目的があります。この改正によって、一般に、
脳死が人の死だと法律で定められたと断ずるのはどうか、とは思いますが、「死」の意味について社会の認識が変化をしていくきっかけに
はなっていくことでしょう。

　さて、想像してみてください。あなたの未成年の娘さんが、突然の交通事故で脳死状態になってしまいました。急な出来事に胸かきむし
られんばかりの悲しみに襲われているそのさなか、まだ心臓は鼓動を続け、体温も残っている娘さんの心臓を、移植のために取り出したい、
と求められました。無論、移植によって救われる生命は間違いなく存在する。あなたは移植に承諾しますか？断りますか？移植して本当に
良かった、と言ってくれるはずの娘さんは、もう何も語ってはくれません。残された家族の間で意見が割れるかもしれない。あなたに将来
にわたる苦しみを残すかもしれないのです。いかがでしょう、ご家族で話し合ってみませんか。また、色々な意見を参考にしつつ、自分の
ことは自分で決める、自分が死亡したときはどうするか、その意思を明確に持っていただきたい、と思います。

　私は・・・・まだ考えあぐねています。

朝日新聞2008年7月28日夕刊掲載「働く人の法律相談」－
退職金－（弁護士　佐渡島　啓）
弁護士　佐渡島　啓

　仕事でミスがあった従業員の退職金を、雇い主が減額することはできるのでしょうか。取引先からの未回収金の責任を問われ、退職金を
減らされたという読者から質問がありました。
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　結論から言うと、退職金の減額は基本的にできません。賃金は全額、本人に支払われるよう労働基準法で義務づけられています。退職金
は、就業規則などで支給することやその支給基準が決められていれば、雇い主に支払い義務が生じます。この場合は賃金と認められ、会社
は全額、本人に支払わなければならないのです。ただし、損害額との相殺を従業員が了承すれば、減額も認められます。事態によっては、
懲戒解雇により、退職金が全額ないし一部支給になることもあります。

　他方、ミスをしたことで雇い主から損害賠償請求されることはあり得ます。といっても、横領や窃盗など故意に損害を出したのではない
限り、全額賠償はまれです。レジでの釣り銭の間違いなど、程度の軽い過失であれば、そもそも賠償請求の対象にはなりません。冒頭のご
質問の場合も、回収不可能なのを知りながらあえて取引を続けたといったような事情がなければ、別の従業員でも起こりえた事態だったと
も言え、やはり賠償の対象にはならないでしょう。

　過失の度合いが重ければ、損害を雇い主と分担することになります。分担割合は、過失の程度や雇い主の管理体制などから判断されます。
雇い主が、ミス防止のための教育や従業員への日ごろのチェックを欠くなどしていた場合には、従業員が負担する賠償額も制限されます。

　過去には、宝石類の卸売会社社員が、顧客の店で営業中に、商品が入ったかばんを盗まれ、会社から賠償請求をされた例があります。社
員が、他人の手が届くような場所にかばんを置いて、４メートル以上も離れた所でかばんから目を離していたのは、基本的な義務違反で、
その過失の程度は重いとされました。他方で、被害は第三者の盗みによるもので、会社も宝石類について盗難保険に入っていなかった、な
どの事情を考慮して、賠償額は損害額の半分にとどめられました。

●ここがツボ●
・本人の了承なければ基本的には出来ない
・懲戒解雇なら全額、一部の不支給もあり
・退職金とは別に損害賠償請求されることも

朝日新聞2009年7月27日夕刊掲載「働く人の法律相談」－
年俸制と残業代－（弁護士　佐渡島　啓）
弁護士　佐渡島　啓

化粧品販売会社の正社員です。数年前に年俸制で雇用契約を結び、「残業代なし」と言われました。ところが最
近、会社は「年俸は月40時間の残業代を含んでいる。それを超す分を今後は支払う」と説明してきました。ど
ういうことでしょうか。また、これまでの残業代は取り返せますか？
　東京都の女性から、質問をいただきました。年俸制を採り入れる企業が増えています。幹部に限らず一般社員にも適用する会社が少なく
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ありませんが、「年俸制だから残業代は払わなくて良い」という誤解も生じています。会社側が知っていて、ごまかしているケースもある
ようです。

　しかし、これは法律違反です。労働基準法37条は「1日8時間・週40時間以上の時間外労働に対しては、通常賃金の25%以上にあ
たる割増賃金を支払わなければならない」と定めています。年俸制も例外ではありません。

　最初から年俸額に残業代を含めることはできます。その場合、何時間分の残業代を含むのかを、会社は書面で明確にしなければなりませ
ん。そして、社員の勤務時間を把握し、実際の残業時間を計算して年俸額に含まれる残業時間を上回る場合は、超過した分を支給しなけれ
ばなりません。

　質問の女性の会社は、「40時間の残業を上回る分を支給する」と説明したそうですから、当初よりも労基法の趣旨を踏まえた制度になっ
たようです。

　残業代の計算で気をつけたい点がもうひとつ。年俸額を16カ月で割り、通常月は16分の1、年2回は夏冬賞与として16分の2ずつ
上乗せして支払う例がよくありますが、残業代算定の起訴賃金は年俸額の12分の1と決まっています。

　残業代は、過去2年分にさかのぼって請求できます。その場合、残業したことを証明できる資料が必要です。タイムカードやＩＤカード、
当時の手帳、メール送信記録、資料作成記録などを可能な範囲でそろえてください。

　労働基準監督署への相談もよいですが、素早い解決を求める場合、弁護士にご相談を。残業時間を完全には証明できなくても、一定の残
業代を認める裁判例も出ています。労働審判制度を使い、3カ月程度で解決する事例も多くなりました。

●ここがツボ●
・年俸制であっても「残業代なし」は労働基準法違反
・残業代を計算する際の月額賃金は「年俸の12分の1」
・請求できる残業代は過去2年分。証明できる書類を

朝日新聞2010年8月23日夕刊掲載「働く人の法律相談」－
懲役解雇、普通解雇とどう違う？－（弁護士　佐渡島　啓）
弁護士　佐渡島　啓
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最も重い懲戒処分　退職金ないなど影響深刻
　ＪＲ東日本の社員が先日、社員に貸与される「職務乗車証」などを悪用し、不正乗車（キセル）をしていたとして処分を受けた問題があ
りました。このうち一部の社員が懲戒解雇されました。

　そもそも懲戒解雇は普通解雇と何が違うのでしょうか。

　使用者と労働者は労働契約を結んだ関係にあり、いずれの側からも解約は可能です。使用者側からの解約が解雇になります。ただ、解雇
が安易に認められては労働者の生活に与える影響が深刻になるため、客観的に合理的で、社会通念にてらして相当な理由のない解雇は無効
とされます。

　これに対し、企業秩序を維持する観点から、労働契約関係に基づいて使用者は懲戒権を持っています。懲戒解雇は通常、最も重い懲戒処
分。労働者は、退職金が支給されなかったり、経歴に傷をつけて再就職が難しくなったりするなど、普通解雇にも増して深刻な事態になり
かねません。

　そのため、懲戒解雇が有効となるには、就業規則などに懲戒になる事由及び懲戒の種類が規定されている▽規定が労働者に周知されてい
る▽規定に該当する懲戒事由が存在する▽処分の重さが相当である－といった要件がさらに必要です。

　冒頭のキセル問題を例にすれば、解雇という処分が重いのではないかと争う場合は処分の重さの相当性が問題。キセルの事実を否認して
争う場合は、懲戒規定に該当する事実の存在が問題となります。

　懲戒事由の存在が争われたケースでは、トラック運転手が髪の毛を黄色に染めて業務していたところ、「素行不良にして…社内の風紀秩
序を乱した」「業務上の指示、命令に従わなかった」などの懲戒規定に当たるとして、懲戒解雇された事例があります。しかし裁判所は、
髪の色や形、容姿、服装など労働者の人格や自由に関する事項に対する制約は、企業の円滑な運営において必要かつ合理的な範囲にとどま
るため、髪の毛を黄色に染めたことは、懲戒規定に該当する事実にはならないと判断しました。

　懲戒規定に該当しそうな事実があったとしても、規定を合理的に解釈していくことが必要です。疑問がある場合は弁護士に相談してくだ
さい。

もし、日本が１００人の村だったら。（弁護士　髙木　太郎）
弁護士　髙木　太郎

　もし、日本が１００人の村だったら。

　１０人が農家で、３０人が工場勤め、６０人がサービス会社に勤めています。
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　工場では国際競争に勝つためという理由で、長時間・過密労働、３０人で４０人分の製品を生産。工場経営者は、４０人分生産した物の
内１０人分を外国で売り、従業員には３０人分の給料しか払わず大儲け。

　ところが、世界が不況になり、日本が海外に売っていた工業製品が売れなりました。そこで工場経営者は、７人の労働者のクビを切り、
生産量を国内で売れる分だけの約３０人分に減らすことにしました。

　ところが国内では？

　生産量は、農業、工業、サービス業を合わせた約１００人分ですが、買えるのは、給料をもらっている９３人に過ぎません。生産しても
買ってくれる人が少ないのですから、ものの値段は下がって、螺旋状に不況が深まって・・・。

　年末にかけて派遣労働者、期間労働者の契約解除問題が相次いでいる。故郷を離れ、会社の寮に住んで生活をしていた労働者が、年越し
を前に、仕事を奪われ、年末の内に、あるいは年を越したら住まいさえ奪われる。これに対して、国は何ら有効な手段を執ろうとしない。

　派遣、非正規労働問題は、貧困にかかわる人権問題です。同時に国の経済全体にも関わり、私たち全てに関わる問題でもあります。

　全体像をしっかり見る目を持って仕事に取り組んでいきたいと思います。

朝日新聞2009年1月19日夕刊掲載「働く人の法律相談」－
有期雇用の中途解約（上）－（弁護士　佐渡島　啓）
弁護士　佐渡島　啓

　自動車会社で働く期間工のＡさんは０８年１１月１７日、「１２月２６日で解雇する」と通告されました。本来の契約は０９年４月末ま
で。しかし、会社側は「需要が急に冷え込み、生産計画を大きく見直すことになった」として、Ａさんを含む期間工全員に中途解雇を言い
渡しました。

　Ａさんに対抗手段はないのでしょうか。労働契約法では、「やむを得ない事由がある場合でなければ、その契約期間が満了するまでの間
において、労働者を解雇することができない」（１７条１項）とし、期間の定めのある労働者の解雇については、期間の定めのない労働者
の解雇より厳格に定めています。

　契約期間終了前に解雇しなければならない事情があるかどうかがポイント。なければ解雇は無効、ということになります。

　０２年には、３カ月の契約期間途中で解雇されたパート労働者が会社を訴えた裁判で、パート側が勝訴しました。裁判所は、パートの平
均給与は１２万～１４万５千円で、「企業規模などからすると、業績悪化が急激であっても、３カ月の契約期間の終了を待つことなく解雇
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せねばならないほど、予想外かつやむを得ない事態が発生したとは認められない」と判断しました。

　また、Ａさんの解雇は、会社側の都合で契約を解消する「整理解雇」にあたります。整理解雇が有効であるには①人員削減の必要性があ
る②解雇回避の義務が尽くされている③解雇にあたり合理的な人選がされている④事前の説明・協議義務を会社が果たしている、という４
要件を満たすことが基本的に必要、とされています。

　解雇を言い渡された後、Ａさんは仲間と労働組合を結成。解雇回避義務を尽くしていないなどを理由に、解雇を撤回して契約期間分の賃
金を支払うよう求める裁判を起こしています。

　雇用に対する企業の「社会的責任」については、労働契約法３条４項が「使用者は労働契約を順守」しなければならないと定めています。
企業には契約を更新した責任があるのです。その責任を勝手に放棄させないよう、労働者が声を上げ続ける必要があります。

●ここがツボ●
・やむをえない事由のない中途解雇は無効
・会社都合の「整理解雇」は４要件が基本
・企業には雇用契約を更新した責任がある

労働者は都合のいい部品ですか？（弁護士　伊須　慎一郎）
弁護士　伊須　慎一郎

　トヨタ、ニッサン、ホンダ、マツダ、スズキ、いすゞら日本の名だたる自動車メーカーによる大量解雇事件が続発しています。理由は簡
単。景気の落ち込みにより減産態勢に入るので、自動車部品を切り捨てるのと同じように、非正規労働者（派遣社員、期間工）を切るので
す。

　景気の動向に合わせて人員を調整すること から、非正規労働者は企業の「調整弁」「安全弁」と言われています。広辞苑で調べてみると
「弁」とは「ｖａｌｖｅ」＝「気体または液体の出入調節をつかさ  どる器具の総称」とされています。大企業にとって非正規労働者は自
由に取り外しの効く器具と同じなのかと愕然とします。

　実際、自動車メーカーは下方修正したものの経常利益を上げており、莫大な利益を内部留保しています。株主配当が増えた企業もありま
す。しかし、労働者の息の根を完全に止める大量解雇を行いました。いつ首を切られるか分からない労働者・家族は安心して暮らすことが
困難です。

　安定した職場を確保するためには、大量解雇の原因である派遣法を、労働者保護法に生まれ変わらせないといけません。ところが、昨年
提出された政府の派遣法改正案はさらに規制緩和を許す酷い内容です。
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　政府の「名ばかり」改正  案が通常国会で可決されないよう注目しましょう。そして、みんなの声を結集し、労働者が安心して暮らすこ
とができる社会を作りましょう。ｙｅｓ、ｗｅ　 ｃａｎ．

未来が見える社会を（弁護士　梶山　敏雄）
弁護士　梶山　敏雄

　「たらたら飲んで、食べて、何もしない人の分の金（医療費）を何で私が払うんだ」。そう言われても仕方のない生活をしているかもし
れないが、少なくとも「アホー太郎」さん、貴方からは言われたくないよ。　今年の上場企業の倒産が３１社を超え、その影でどれだけの
中小・零細企業で働く人が泣いているか。非正規雇用労働者の首切りは来春までで３万人。正規労働者の容赦ない解雇も始まり、就職内定
者の採用取り消しも激増。

　１００年に１度と言われる未曾有（ミゾユー）の経済不況の中で、高齢者医療・年金問題・雇用問題などなど国民が全く将来の生活に展
望を見いだせないでいるのに、国民から支持されない「定額給付金」という名の現金をバラまいて、自分たちへの票を買収することしか考
えていない。

　天下り官僚の放置、憲法違反幕僚長への高額退職金の交付など、一向に改まらない税金の無駄遣い。

　こんな世の中にしてしまった平蔵さんは依然としてテレビでシャアシャアと経済評論し、元首相は「自民党をぶっ壊す」と言いながら自
分の息子だけはしっかりと議員世襲させている。

　居酒屋で学生と飲んで見せたけど、相手は自民党学生部の学生達。スーパーに立ち寄った後でも毎晩通っている高級ホテルで一杯。

　二言目には「俺にはカネがある」と自慢をする首相では「庶民」の苦しみなど判るはずもないでしょう。

　頑張れば未来が見える社会を作りたいものです。

朝日新聞2010年8月30日夕刊掲載「働く人の法律相談」－
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酒気帯び運転したら懲戒解雇？－（弁護士　佐渡島　啓）
弁護士　佐渡島　啓

処分が妥当か、職責・勤務態度などで判断
　酒気帯び運転で警察に捕まってしまった場合、職場での懲戒解雇を覚悟しなければならないのでしょうか。

　懲戒解雇が有効であるためには、処分の相当性が必要とされています。つまり、懲戒理由と釣り合うような処分内容になること。軽微な
理由なのに、処分では通常最も重い懲戒解雇というケースは、相当性がなく無効となります。

　酒気帯び運転については、悲惨な人身事故につながる危険性が高いこともあって、社会的には厳しい目で見られていることは間違いない
でしょう。飲酒の上に運転をして、人身事故を引き起こした場合には、裁判例でも多くの懲戒解雇が有効とされています。

　しかし、人身事故にまでは至らなかった場合には、その労働者の地位や職責、それまでの処分歴や勤務態度、前科前歴、酒気帯び運転を
した事情などを勘案して、判断されることになるでしょう。

　例えば、処分歴や前科前歴が38年間なかった地方公務員（課長）が、休日に知人に勧められてビール中ジョッキ1杯、日本酒1合を飲
酒し、呼気検査において道交法で処罰される最下限のアルコール量が検出されたという事案がありました。管理職にあったものの、懲戒免
職にした市長の処分が重すぎるとして、裁判所はこれを取り消しました。

　一方で、大手貨物運送会社のドライバーが、業務終了後に350㍉リットルの缶ビール2本を飲んで自家用車を運転したという事案があ
りました。その職務内容や会社の業務内容からみて、事故につながりやすい飲酒・酒気帯び運転などの違反行為には厳正に対処すべき面が
あり、懲戒解雇は有効とされました。

　ただし、懲戒解雇されたからといって、一律に退職金が全額不支給となるわけではありません。退職金は、それまでの会社に対する功労
報償的な性格と、賃金の後払い的な性格を併せ持つといわれています。退職金が不支給になるのは、長年の勤続の功労を全く失わせる程度
の著しい背信的な事由がある場合に限るとされます。前述のドライバーの件では、過去に懲戒歴がないことや事故までは起こしていないこ
となどから、本来もらえる退職金の3分の1に減額されましたが、支給は認められました。

朝日新聞2011年1月24日夕刊掲載「働く人の法律相談」－
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職場内でいじめを受けたら？－（弁護士　佐渡島　啓）
弁護士　佐渡島　啓

相手の行動　メモ、録音で証拠集めを
　職場で特定の人に対して恫喝(どうかつ)する、無視する、いやがらせをするなどといった「職場のいじめ」が、最近増えているようで
す。不況下での経費や人員の削減で、職場の余裕が失われたことが影響しているのではないかとの指摘もあります。

　もし、職場でそんないじめにあったら、どう対処したらいいのでしょうか。

　まず問題となるのは、いじめが上司や同僚の個人的感情や利害によって行われているのか、経営側が人員削減などを狙って意識的に行っ
ているのかということです。個人的感情によるのならば、いじめに関与していない上司や同僚に相談したり、社内の相談窓口や労働組合を
利用することなどが考えられます。

　それでも解決できなかったり、そもそも経営側が意識的に行っていたりした場合は、社外での解決を検討することになりますが，例えば，
労働局のあっせん制度を利用して，話し合いでの解決を求めることもできます。１人でも加入できるユニオンや弁護士など専門家のアドバ
イスを受けるのもいいでしょう。

　ひどいいじめを受けた場合は、労働審判や訴訟により、精神的苦痛に対する慰謝料などの損害賠償を会社に請求することもできます。会
社は職場の安全と社員の健康に配慮する義務（安全配慮義務）があるからです。いじめた本人を被告として不法行為責任を追及する損害賠
償請求訴訟を行うことも可能です。

　そのためには、いじめを受けた証拠を示さなければなりません。つらい毎日でしょうが、いじめにかかわる人の言葉や態度について，そ
の日時や場所も含めて具体的にメモをとっておくことをお勧めします。ＩＣレコーダーなどで録音しておくのもいいでしょう。もし暴力を
受けたら、医療機関で診断書をもらったり傷跡の写真を撮っておいたりすることも大切です。

　精神的に追いつめられてうつ病など精神疾患を発症するケースも少なくありません。そんな場合は、医療機関を受診した際のカルテの記
載が証拠となることもあります。上司によるひどい叱責(しっせき)などにより精神疾患になった場合は、労災と認められることもありま
す。
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